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博士学位論文要旨 

「途上国における経済開発と国際観光―東南アジア諸国の経験―」    城前奈美 

 

研究の背景 

世界の国際観光者数は、航空技術の発達に伴い、1970 年代以降急速に拡大し、1998

年には 6億 2524万人、その取引額は 4447億 4100万米ドルとなっており、1970年のそ

れぞれ約 3.5倍、17.8倍に伸びている。また、その取引額は、1997年世界の輸出額の 12％

を示しており、観光は国際取引の上でも一大成長産業となっている。そして、この影響

は、開発途上国へも及んでいる。開発途上国の観光収入の世界全体に占める割合は、1991

年に 23％であり、開発途上国の輸出額の平均 9％を記録している。 

このような現象は、様々な学術的見地に議論をよんでいる。例えば、経済発展の段階

と産業構造の変遷について、原（1996）は、低所得経済国の第３次産業の拡大は、「経済

取引の拡大に失敗して、結果として都市部を中心に雑業といわれる活動が重要性を増大

させているものであり、経済成長を支えるような経済活動が重みを増してきている訳で

はない」と評価している。また、国際貿易論で定説となっている比較優位に関しても、

観光交流はリカードモデルのように労働生産性の尺度で計れるのか、それとも、ヘクシ

ャーオリーンモデルのように相対的な要素賦存量で決定するのか、もしくは観光資源が

観光行動を決定する絶対優位なのか、などの議論がなされている。 

特に、東南アジア諸国の 1970年代以降の経済発展はめざましく、輸入代替工業化から

輸出志向工業化への過程が研究されてきた。しかしながら、このような工業化だけでな

く観光の振興も一方で貢献してきたのではないだろうか。東南アジア諸国にとって、近

隣に経済発展を遂げ観光支出国となった日本が存在することも、その振興を支えてきた

のではないだろうか。 

 

問題設定 

これらを背景に、第３次産業の中でも経済開発の初期段階に成長しうるサービス産業の

１つとして、さらに、経済開発のために重要な役割を担っている産業の１つとして、観光

産業が挙げられるのではないか、と考える。そこで、本論文は、観光産業が経済開発の初

期段階から拡大できるメカニズムを解明し、観光産業を切り口に産業構造変遷の法則に示

唆を与える。 

また、東南アジア諸国は、工業化の過程で、観光産業を並行して振興している。東南ア

ジア諸国が、採用してきた輸出志向型工業化と並行して観光産業を開発した背景には何が

あるのだろうか。これを明らかにすることによって、観光産業の経済開発効果を改めて認

識でき、さらに、東南アジア諸国の発展形態に１つの示唆をあたえることができると考え

る。 

さらに、観光産業の拡大はどのようになされてきたのであろうか。豊富な観光資源を有
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していても、特にインフラに乏しく、また、情報の不完全性をネックとしている経済開発

の初期段階には、観光の活性化や産業化にはつながりにくい。途上国は、このような市場

の不完全性や市場の未発達といった問題をどのように克服してきたのであろうか。経済開

発の初期段階で観光の拡充を果たした東南アジア諸国の事例研究から、これらを明らかに

することで、学術的にも、また、今後の開発を期待する国についても、新たな指針を見出

すことができると考える。 

 

方法論・用語の定義づけ 

本論文では、開発経済学、国際経済学の枠組みの中で、観光産業を捉えていく。経済発

展過程において観光産業部門がどのように変遷するのか、理論的・実証的に解明していく

上で、経済発展の段階とその一般的特徴を事前に整理しておく必要がある。経済発展過程

は、要素賦存状況の変化から整理することとする。要素賦存状況は、相対的に労働力が豊

富な状況（労働豊富国；開発初期段階）からスタートし、相対的に資本が豊富な状況（資

本豊富国；開発後期段階）に転換していく国を想定する。したがって、諸島国家は当初か

ら余剰労働力が存在しないため、これに該当しない。 

本論文の構成は、Ⅰ経済開発と国際観光の理論研究、Ⅱタイを中心とする事例研究、Ⅲ

多国籍企業の機能研究の３編とする。事例研究は、1970年代から 1990年代までの東南ア

ジア諸国を対象とする。1970年代以降、航空技術が発達し、大量輸出と航空運賃の低廉化

がもたらされ、この結果、世界の観光客が往き交い、国際観光が活性化した。タイを中心

とする東南アジア諸国を事例対象とした理由は、1970年代以降経済発展を遂げ、かつ、世

界的な国際観光の影響力を被ることができた国々に、東南アジア諸国を挙げることができ

るからである。 

なかでも、タイを事例の中心とする理由は、タイが東南アジア諸国の中でも鉱物資源な

どの天然資源に恵まれず鉱物資源非保有国であるにもかかわらず、観光収入を着実に増大

させ安定的に成長した国であるからである。これは本論文のなかで、東南アジア諸国との

比較研究の上に成り立っている。 

次に、観光産業の定義付けをしておく必要がある。なぜなら、観光産業は運輸、宿泊、

旅行仲介、等、多業種で構成された複合体であるからである。本論文では、開発途上国の

国際観光取引額に多く着目するため、国際観光取引額については、便宜上、IMFの国際収

支統計にある観光取引額、および世界観光機関（World Tourism Organization）の国際観

光取引額に準じて定義付けをすることとする。つまり、国際観光取引とは、国際観光に伴

う航空機や船舶、鉄道などの国際移動のための取引を含まず、ホスト国内での人的運輸を

含む取引の合計とする。つづいて、観光産業とは、これらの取引に携わる供給側の総体と

する。観光産業は、宿泊業・運輸業・旅行業の三大業種から構成され、その他にも飲食業

や娯楽施設業などの付随業種を含む。また、観光産業は、外需向けだけではなく、内需へ

も対応可能なものである。 
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本論文では、途上国の経済開発初期段階に焦点を当てるため、途上国民による観光需要

（内需）を見込めず、外国人による観光需要（外需）を主とする。このことから、国際観

光、特にインバウンド観光に着目することとなる。 

 

仮説 

研究の背景、問題の設定、方法論、先行研究の解題から、以下の３点の仮説を提示し、

第Ⅰ編で理論研究、第Ⅱ編でその事例研究を行う。 

①観光は、需要サイドから奢侈品であり、供給サイドから観光資源を特殊構成要素とし、

相対的に労働集約的産業であると定義できる。このことから、観光は、途上国の賦存要素

で賄える産業であり、途上国の対先進国輸出が可能であり、先進国に対して比較優位産業

になれる。また、経済開発初期段階での観光の振興は国際競争力を有し効果が大きい。 

②開発途上国の輸出志向型工業化の過程において、工業部門だけでなく、サービス部門の

１つである観光部門の収入が、国際収支の制約の緩和に貢献し、安定的な発展を可能にさ

せる。 

③経済開発の初期段階に観光振興を図るには、潜在的な観光資源を顕在化させる必要があ

り、そのためには、市場の不完全性を克服することが条件となる。 

 

研究構成 

経済開発と国際観光に関する理論的研究を始めるに際し、途上国経済における観光を扱

った先行研究をまとめている（第１章）。途上国の経済発展については、ルイスの二重経済

モデルやぺティ＝クラークの法則を取り上げた。また、輸入代替工業化から輸出志向工業

化への開発モデルの移行、および、アジア型の発展形態として雁行型経済発展について考

察した。また、途上国が経済的離陸を果たせないネックとして近年、研究が進展している

市場の不完全性についての研究を整理した。 

また、経済学の見地から国際観光について解釈することを目的に、国際観光の需要と供

給について整理した。これらの考察の結果、途上国における先進国からのインバウンド観

光の流れを解釈することができた。さらに、国際観光が多彩な分野から研究されているこ

とから、多方面からの研究を本論文に活かすことを目的に、途上国を事例とするそれぞれ

の分野の研究成果を整理している。 

これらの先行研究から、途上国で国際観光需要が見込まれることが確認できた。これを

受けて、第２章では、ぺティ＝クラークの法則にある第１次産業から第２次、第３次産業

への産業構造の変遷について疑問を投げかけ、第３次産業である観光産業の早期拡大と産

業構造の変遷について考察した。この考察から、ぺティ＝クラークの法則では閉鎖経済を

前提としていることから国内需要に勘案した発展がみられることが明らかとなった。した

がって、より現実的に開放経済を前提とする場合、国際貿易論の比較優位に整合した産業

構造の変遷となることを示した。つまり、それは、要素賦存状況が労働豊富国から資本豊
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富国へ移行していくことから、それに見合った貿易構造ならびに産業構造の変遷を辿ると

いうことである。観光産業は労働集約的産業である（第１章）という特徴を加味すると、

途上国の経済開発初期段階で、第３次産業に属する観光産業の発展が望めることが確認さ

れた。 

途上国の経済開発初期段階での観光産業の拡大は、開発経済学の見地からどのような効

果や影響をもつのであろうか。余剰はけ口論から示唆は、余剰となっていた観光資源や余

剰労働力を用いた開発が可能であることが示された。また、鉱物資源を保有しない開発途

上国にとっては、輸出源となり外貨獲得効果をもつことが、２つのギャップ理論から考察

された。途上国は、輸出志向型工業化の過程では原材料や中間材料を輸入するための外貨

や、工業化への必要投資を、工業製品の輸出が軌道に乗るまで鉱物資源や農林水産物など

の一次産品輸出に頼らざるを得ない。観光産業による外貨獲得は、この輸出志向型工業化

の促進につながることが示され、とくに鉱物資源を有しない途上国にとってはこれが大き

く左右することが示された（第３章）。 

 また、観光資源にはテーマパークや産業施設など近代的な生産物もあるが、自然資源や

歴史的建造物など開発途上国にも存在するものも含まれ、観光産業は開発途上国にとって

工業部門のように原材料や中間材料に左右されない産業である。しかしながら、インフラ

が整備されず、制度も確立されていない地域へは、市場メカニズムが成り立たず、産業が

成立せず、多くの観光客を見込めない。それは、言い換えれば、市場が未発達であるため

に、恵まれた観光資源を持ち潜在的な観光需要を持ちつつも、観光資源が顕在化しないと

いうことである。 

 このことから、政府の市場発達に関わる介入の可否が、その後の観光振興を左右するこ

とを説明する。この介入は、市場の発達を誘発、促進するものであり、その手法は優先的

インフラの整備、法的整備、企業誘致、などである。 

 これらの市場の発達を促す措置は、潜在的な観光需要を顕在化させ、かつ、開発途上国

で抱える余剰労働力を吸収し、市場としての機能が整備されていくといえる。 

 そして、経済発展の初期段階でのこれらの開発による観光振興は、価格面での国際競争

力を有し、かつ、輸出志向型工業化と並行して進める際には、外貨不足や貯蓄不足に起因

する経済の停滞に陥ることなく、安定的に持続可能な発展を期待できる。経済発展の早い

段階では、資金面での債務を増すことになるかもしれないが、外部経済性の高いインフラ

に費やすことによって、負担を軽減させることができる。 

 第４章では、途上国における観光ブームの労働市場への影響について、オランダ病仮説

を用いて検証した。そして、余剰労働力を有する経済においては、賃金を上昇させず工業

部門を縮小させないことが示された。ただし、労働力の熟練性を考慮する場合には、工業

部門の縮小に影響を与えるかもしれないことも示された。 

これらの理論的検証を踏まえ、第Ⅱ編ではタイを中心とする東南アジア諸国の事例研究

をしている。まず、タイ・マレーシア・フィリピン・インドネシアを対象とし、1970 年代
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から 1990 年代までの貯蓄・投資ギャップおよび国際収支ギャップと観光収入の推移を観察

し、各国の特徴を示した（第５章）。これらの考察の結果、マレーシアやインドネシアのよ

うに鉱物資源を豊富に保有し、それらを輸出する国々は、貯蓄・投資ギャップや国際収支

ギャップの２つのギャップに直面することがほとんどなく、工業化を始動することができ

た。これに対し、タイやフィリピンのように豊富な鉱物資源を保有せず輸出品を農林水産

物などに頼らざるを得ない国々では、外国投資を受け入れることによって２つのギャップ

を拡大させたが、観光収入によってそれらのギャップの縮小に貢献できることが分かる。 

鉱物資源を特に有しないタイとフィリピンでは、この２つのギャップの緩和に貢献する

観光収入の推移については、相違が見られた。タイにおける観光収入は、貯蓄・投資ギャ

ップの額の推移と同規模に拡大しているのに対し、フィリピンにおける観光収入は、貯蓄・

投資ギャップほどには拡大せず、タイと比べてギャップへの貢献度が小さかった。これは、

言い換えれば、フィリピンにおける外国投資や借款の受入が観光収入を含む財サービス輸

出の規模以上に拡大していたということができる。 

 以上の考察から、４カ国の比較において、タイにおける観光産業の経済開発への貢献は

大きいと云える。なぜなら、貯蓄・投資ギャップの拡大に伴い国際観光収入が着実に増加

したことで、安定的に輸出志向型工業化を支えてきたからである。しかしながら、外貨獲

得の源泉である輸出額に占める国際観光収入の割合は、1988年を契機に減少している。こ

れは、工業製品の輸出額の増加によるものであり、国際観光収入の貯蓄・投資ギャップの

緩和剤としての外貨獲得の貢献が薄れていることを示唆している。 

以上の４カ国の比較を踏まえて、とくに輸出源となる鉱物資源を有しないタイ（第６章）

と、石油や天然ゴムといった輸出源を有するマレーシア（第７章）の２カ国の観光収入増

大の背景を考察した。両国ともに産業主体の開発のみでなく、国家の戦略的な取り組みが

両国でなされていたことが確認された。発達した市場をもつ経済と違い、途上国では潜在

的な観光資源を顕在化させ、観光産業を活性化させるためには、潜在的な観光資源を有す

る観光開発地域へのハード面、ソフト面双方におけるインフラ整備が優先的になされなけ

ればならない。インフラ整備は、市場が形成され発達するための必要条件となる。多額の

資本を費やす空港、道路、上下水道などのインフラ整備に充当する資金源に乏しい途上国

では、一度に全国規模でインフラ整備を進めることは難しい。したがって、重点的地域か

らこれを進めざるを得ない。タイの経験のように、経済開発の初期段階で、潜在的観光地

域へ優先的にインフラ整備が行われたことは、サービス輸出産業として観光産業を振興さ

せる基盤をつくりあげた。そして、それは外貨獲得の糧となり、工業化におけるマクロ経

済の不安定性を克服することに貢献することができたのである。 

また、途上国政府の観光開発への介入と観光産業の発展との因果関係について、少なく

ともタイとマレーシアにおいては、政府の観光開発への比重増強と国際旅行収入の増加に

相関があることから、国家的な戦略が重要であるといえる。その国家的戦略に共通する要

素は、優先的インフラ整備、プロモーション、外資系観光企業の誘致、教育（トレーニン
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グ）である。これらの要素を途上国政府が開発計画に盛り込み実行することが、観光産業

の発展、そしてマクロ経済の安定性のため必要であるといえる。 

特に、タイとマレーシアの比較から整理すると、資源に乏しい途上国は、工業化ととも

に観光産業の優先的開発戦略が効果的であり、工業製品の輸出が拡大されるまでの期間を

観光収入が収入源として補完し、工業化を潤滑に進行させるといえる。 

タイでは第７次計画以降、観光産業は経常収支対策だけでなく、内需に目を向けた開発

へ力を入れつつある。これは、外貨獲得を目的とした経済開発のための観光開発とともに、

経済発展に伴う内需の消費拡大のための観光開発へ、政策的志向が変化しつつあると示唆

できた。 

 これらの視点は、第８章でタイにおける観光政策の詳細について言及したことに基づく。

タイ政府観光庁（TAT）が国家経済社会開発庁（NESDB）の作成した国家経済社会開発 5

カ年計画を遂行してきた。ＴＡＴが実施してきた政策は、経済的に開発途上の段階でも可

能な事例であり、他の途上国の開発政策の策定に際しても有意義なものとなる。 

さらに、タイは、法的に為替管理や外資導入についてさまざまに規制し、外貨の漏えい

をできる限り抑制してきた。これらは日本では経験されなかったことであるが、観光産業

が世界的に普及した後の途上国に可能な事例であり、今後、例えば、ベトナムやカンボジ

ア、ラオス、ミャンマーなどの後発途上国へ応用されていくものである。 

また、政府の資金不足、技術不足に関しては、外国からの援助の可能性があることをタ

イの経験が示してくれた。しかしながら、観光開発のための資金援助は、貯蓄・投資ギャ

ップを拡大させる要因となるため、外部性の高いインフラに向けられるべきであり、ホテ

ルなどのインフラ投資にはできる限り民間企業に委ねるべきである。日本からの途上国援

助は、近年、観光開発という枠組みから地域開発という枠組みへ移行されており、外部性

の高い観光インフラ整備へ費やされるようになっている。 

 第９章では、タイの国際観光を推進するために、タイ政府が外資導入政策をどのように

図ってきたかを時代背景とともに考察した。タイ政府が国内利潤を保護する目的で外国企

業規制法を施行したことは、過剰な外資系ホテルの投資開発を抑制する働きをもった。そ

の一方で、投資奨励法の施行は地域性を考慮した観光開発を推し進めることができた。こ

の政府主導の観光産業開発は、結果的に観光の潜在需要をもつ地域に観光市場の顕在化を

図り、かつ、ホテル供給について過剰な開発を抑え「市場の失敗」を未然に防ぎ、持続可

能な開発を進行してきたといえる。 

 外国企業規制法と投資奨励法の２つの法的な措置が、観光産業の中でもタイ国内資本ホ

テルや外資ホテル、投資奨励を受けたホテルにどのように影響してきたか、そしてそれら

を比較して収益や生産性に相違が見られるのかを実証分析することは、政策的志向をより

深く検証することを可能にするが、統計上の不備により断片的な考察をするにとどまった。 

 タイは、経済発展とともに諸外国から自由化への圧力を受けながら、他の産業と同様に

観光産業についても規制緩和が進むものと推察できる。この規制緩和により、より多くの
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外国人や外国企業が参入し、競争が激化するであろう。これに伴って、法的な保護政策の

もとに育成されてきた国内資本企業の競争力が問われることとなる。 

 また、この第Ⅱ編の最後に、1997 年に発生したアジア通貨危機の影響を無視することは

できないことから、タイ・韓国の通貨危機による観光産業へのインパクトを検証した（第

１０章）。 

 このように、第Ⅱ編ではタイを中心とする東南アジア諸国の経済開発と国際観光の関係

について考察してきた。第Ⅰ・Ⅱ編を通して、国際観光の経済開発における役割が検証さ

れ、また、国家の市場への積極的介入が、市場の不完全性を克服し、国際観光の拡大と経

済開発における貢献をもたらしたことが示された。最後に、途上国経済における国家の役

割は提唱されたが、民間の役割はあったのであろうか。第Ⅲ編では、観光産業における多

国籍企業の機能を把握し、多国籍企業が国際観光の拡大に貢献する役割について考察して

いる。これは宿泊産業の対日直接投資に関する研究成果を整理し、途上国における観光産

業の多国籍企業の機能を把握するための指標となることを目的とした（第１１章）。 

 

結論 

 本研究から、開発途上国も先進国と同様に、観光産業の比較優位を持つことが示され、

経済開発の初期段階での観光振興は、国際競争力を有し効果が大きいことが、第１章で示

され、第５章で検証された。また、東南アジア諸国の経験から、途上国の輸出志向型工業

化の過程は、工業部門だけでなく、サービス部門の１つである観光部門の収入によって、

国際収支の制約が緩和され安定的な発展を可能にさせることが証明された。しかも、鉱物

資源非保有国は、鉱物資源保有国に比べてその効果がより期待できるといえる。 

また、経済開発の初期段階に観光振興を図るには、途上国に特有の市場の未発達を克服

し潜在的な観光資源を顕在化させる必要がある。その手法は、タイの経験から重点地域へ

の優先的なインフラ投資、潜在観光地への投資奨励、法的整備などが確認できた。特に、

投資奨励や外国企業規制を採った外資導入政策は、地方の観光市場の創設と観光収入の拡

大に寄与した点が目覚しい。 

これらの研究成果は、アジア型経済発展の形態に 1つの示唆をもたらし、新規 ASEAN

加盟国であるベトナム、カンボジア、ラオス、ミャンマーなどへ応用されることを期待し

たい。 
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